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１ 各国の食料自給率の推移と
その分析
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先進国における食料自給率と農地
（カロリベースの食料自給率の比較） オーストラリア 220,85０㎡

カナダ 21,36０㎡

アメリカ 14,34０㎡

フランス 4,96０㎡

イギリス 2,84０㎡

イタリア 2,620㎡

ドイツ 2,06０㎡

日本 37０㎡

各国の国民１人当たり耕地面積

資料：食料需給表、FAO「FAOSTAT」
日本が2006年、その他の国が2003年

注：数値は、平成15年（日本は平成19年）
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資料：USDA「World Agricultural Supply and Demand Estimates」(May  2009)、「Grain:World Markets and Trade」、 「PS&D」
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食料を巡る世界の穀物需給

□ 穀物の需給の推移
１９５０年 ２５億人

２０００年 ６１億人

２０１５年 ７３億人

２０２５年 ８０億人

２０５０年 ９２億人

世界人口の推移

資料：国連人口推計（２００６）

世界栄養不足人口 （２００８）

（世界栄養不足人口 ９．６億人）
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資料；農林水産政策研究所「2018年における世界の食料受給見通し
－世界食料受給モデルによる予測結果－」

食料をめぐる政策と穀物価格
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（資料）農林水産省「食料需給表」、FAO“Food Balance Sheets”等を基に農林水産省で試算した。
（注）１．供給熱量総合食料自給率は、総供給熱量に占める国産供給熱量の割合である。

なお、畜産物については、飼料自給率を考慮している。また、アルコール類は含まない。
４．FAO“Food Balance Sheets”のデータは、過去に遡って修正されることがある。
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日英の食料自給率推移の比較（カロリーベース) 穀物及び大豆の国産価格の見通し



２ 世界一の食料純輸入国である
日本の意味
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畜産物１kgの生産に要する穀物量を「とうもろこし」換算での試算だと、
「卵」は３kg
「鶏」は４kg
「豚」は７kg、
「牛」は１１kg

牛肉を１kg食べると、とうもろこしを11kgたべているのと一緒なんだよ!

注；実際に使われる穀物量は飼育方法等により変動

世界の食料輸入と経済発展する中国

中国も
輸入のほうが
多いんだね。

8

○ 中国の輸入状況（2005年）

小麦 ３５４万トン（日本：547.2万トン）

大豆 ２，６５９万トン（日本：418.1万トン）

資料；中国農業部HP、中国海関統計

○ 中国の純輸入額（2005年） １５４億ドル

経済成長による畜産物需要と飼料用穀物需要



バーチャルウォーターとフードマイレージ
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主な輸入農産物の生産

に必要な海外の農地面積

1,245万ha（推計）

国内の農地面積

465万ha (平成19年）
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主な輸入農産物の生産に必要な海外の農地面積

【バイオエタノール】

【世界の農地面積と砂漠化】

国民が消費する農産物を生産するには、国内農地面積の

約3.5倍の農地（約1,700万ha)が必要

注： 輸入農産物の生産に必要な農地面積は、小麦、大豆、とうもろこし等の輸入

量を輸入先国の単収でそれぞれ割って算出した。 10

・現在、世界では1年間に500～600万
ha（日本の農地面積以上）の農地
が砂漠化

・世界の農地面積の25％で土壌の劣化
が進行

（国連環境計画（UNEP）の推計）

主な輸入農産物
の生産に必要な
農地面積

1,245万ha
（推計）

国内農地の
面積

465万ha
(平成19年)



農地の気候緩和機能

農業・農村の多面的機能と水田

農地の水資源涵養機能

貯留・浸透

浸透

深層浸透

地下水面

還元

河川に還元

川

蒸発散 光合成

気温上昇の緩和

さわやかな空気

水田農業は、連作障害を
発生することなく生産力を
維持できる等のメリットを
有し、安定的かつ高収量
の持続的な農業です。
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３ なぜ、低いのか？ なにが必要なのか？
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農地面積の減少と食生活の変化
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品目別供給熱量自給率 [%] 【昭和40年度】 品目別供給熱量自給率 [%] 【平成19年度】

自給部分

輸入飼料によ
る生産部分

輸入部分

1,090kcal

[1,090kcal]

597kcal

[571kcal]

399kcal

[63kcal]

363kcal

[12kcal]

324kcal

[45kcal]

207kcal

[69kcal]

126kcal  [78kcal]
75kcal  [58kcal]
79kcal  [19kcal]
66kcal  [25kcal]

314kcal

[76kcal]

157kcal  [74kcal]

159kcal  [52kcal]

292kcal  [81kcal]

196kcal  [60kcal]

99kcal  [108kcal]

74kcal  [74kcal]
55kcal  [23kcal]
39kcal  [34kcal]

298kcal  [204kcal]

供給熱量割合 [％]
総供給熱量 ２，４５９ｋｃａｌ／人・日

[国産熱量 １，７９９ｋｃａｌ／人・日] 供給熱量割合 [％]
総供給熱量 ２，５５１ｋｃａｌ／人・日

[国産熱量 １、０１６ｋｃａｌ／人・日]

（111．7Kg/人/年）

（６１．４Kg/人/年）

農地面積 600万ha 農地面積 465万ha昭和40年 平成19年

Ｓ４０⇒Ｈ１９の過程で、
・かい廃により減少した農地面積 △約２３０万ha
・農地開拓や干拓などの拡張面積 約１１０万ha

食料自給率 73%
（カロリーベース）

食料自給率 40%
（カロリーベース）
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水田の作付変化と水田の有効活用

水田面積 約270万ha （潜在水稲作付面積）

水田の有効活用

水稲以外の作付が必要

（ほ場整備率）
全国平均：60.5％
中四管内：39.9％

ほ場整備等による
排水対策により、
汎用田化

160万ha

米粉の利用
米の消費拡大

米・米粉食品フェスタ2009(イトーヨーカドー岡山店(6/6)) 14



我が国の農地面積は
ピーク時の約7割の水
準にまで減少

昭和36年：609万ha
平成20年：463万ha

拍
車

農地転用期待

農業生産による収益
水準を上回る農地
価格

拍
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積・規模拡大
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の抑制
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平成の農地改革の概要

耕作放棄の増加

規模拡大しても農地
が分散錯圃

自作農創設特別措置法

（昭和21年法律第43号）

○食料の増産

・健全なる農家の育成

による農業の生産力

の発展

○農村の民主化

・政府による小作地の

買収 １９３万ha

（総小作地の80％）

・売渡しによる広範な

自作農の創設

（小作地の割合は、

46％→10％以下）

・売渡しを受けた農家

４７５万戸

農地法

（昭和27年法律第229号）

☆地主制は解体

・農業の担い手は自作

農が中心

戦後の農地改革から平成の農地改革 平成２１年６月１７日
改正農地法が
国会で成立戦後の

農地改革
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WTO農業協定に基づく

農業生産者への支援政策
緑の政策(削減対象外)
・研究、普及、基盤整備、備蓄等
・生産者に対する直接支払

(生産に関連しない収入支持、災害対策、環
境施策、条件不利地域援助)

青の政策(削減対象外)
・生産調整を前提とする直接支払いのうち、特
定の要件を満たすもの

黄色の政策(削減対象)
・上記以外の国内支持(市場価格支持、削減
対象となる直接支払い(補助金等))

所得政策としての直接支払制度

日本の状況
中山間地域等直接支払制度
・平場との農業生産条件の不利性を補正する制度。
（中山間地域の割合：全国４割、中四国６割）

・中国四国管内では、交付面積95,283ha、協定数
9,014協定で実施。 （ H20見込み）

・対象農用地面積の約７割で取り組み、農用地を
保全している。

農地・水・環境保全向上対策
・農地や水など農村地域の環境を地域ぐるみで守
るための支援制度。

・中国四国管内では、協定面積96,522ｈａ、活動組
織2,379組織で実施。（ H20見込み）

・農振農用地面積の約25％で取り組み、農村環境
を保全している。

■水路の清掃 16



「食料・農業・農村政策審議会企画部会（第１３回）」（平成２１年１０月２１日公表資料） 17



18
「平成２２年度 農林水産予算概算要求の概要」より



19「平成２２年度 農林水産予算概算要求の概要」より



３ 国と地元による行政・民間・大学等の様々な連携

Ⅱ 今、地域農業と農村地域に求められているもの

１ 追いつけ追い越せ時代の終焉から多様化と不確実な時代へ

２ 地域資源（宝）の最大限の機能発揮に向けた地域資源経営の実践
（地域づくり）

20



○地域資源経営（イメージ）

主 体
（元気、活性化）

機 能
(最大限化、
地域の宝）

戦 略
（カイゼン、

イノベーション）

地域資源
人（人材、絆）

・水・土

21



【地域資源経営の取り組み事例】

１ 農業水利施設の長寿命化に向けたストックマメジメントの実施

２ 集落の将来ビジョンを実現する効果的な農地整備の推進

３ 中国四国における複雑・多岐な水田農業の再生

４ 中国四国における耕作放棄地の再生・利用とそれに向けた総合的な対策の実施

５ 農商工連携等の推進を通じた農業・農村の６次産業化

６ ため池の持つ多面的機能

７ 能登半島地震を踏まえた「ため池管理体制」の構築

８ 白山水系における農業用水を核とした健全な水循環に関する調査研究

９ いしかわの里山・水と土保全システムの調査

22



１ 農業水利施設の長寿命化に向けたストックマネジメントの実施について

護岸の崩壊

水路の老朽化

昭和の後半より、食料供給力及び農業の持続性の確保を目的として、基幹水利
施設の整備が急速に進められ、現在ではその多くが耐用年数を迎えつつある。

基幹水利施設の現状

岡山県内の基幹的な水路は約２７６ｋｍ
（中国：６８７ｋｍ、四国：６３０ｋｍ）

今後・・・

約３割が耐用年数を迎える

ストックマネジメントの考え方

日々の健康診断や定期的な人間ドックのように、施設を診断して必要な補修や
部分的な更新を行うこと。

農業水利施設の予防保全により長寿命化を図り、維持管理費や更新費用(ライフサイクルコスト)を低減

事業の概要

施設の機能診断、予防保全計画策定、計画に基づく対策工事を一貫して実施。
又、突発的事故の発生に対して緊急的な対応も実施可能。

老朽化状況の把握
・護岸変形状況
・磨耗
・周辺地盤状況 等

老朽化状況に応じた長寿命化対策の計画策定
・老朽化度合いを段階的に分別し対策の優先度を設定
・補修・補強・部分更新の選定

施設毎の診断調査を実施

部分更新

対策工事

補修

ストックマネジメントの実施

機能診断プロジェクトチーム（石川県の事例）

○県庁内検討会（次長、関係課長、担当課長）
診断・評価に係る課題検討、予防保全計画の審議

○農林総合事務所土地改良部
施設の診断・評価作業の実施、予防保全計画立案
・県職員を班長として、市町・土地改良区・土連で班を
構成し、機能診断を実施

県職員を主体とした調査・診断～計画策定の実施体制を構築

機能診断実施体制

技
術
検
討
委
員
会

施設 機能診断
補修
部分更新

人間
健康診断
人間ドック

予防・治療

＜人の病気の場合＞

＜施設の長寿命化の場合＞

23



２ 集落の将来ビジョンを実現する中山間地域の農地整備

集落の話し合い

プロジェクトチーム
の設置

土地改良・農業振興

(県）

ほ場整備を契機とした担い手の育成

条件不利地で大区画を中心に地形・営農に合った

区画整理を実施（55％：５法指定地域）

土地利用型農業の農地集積の推進（促進費最高5％助成）

ブランド化を目指した施設整備との連携した取組

Ｊ Ａ 市・町

連携

・果樹や野菜等、高付加価値の農作物を作付けしないと農業経営が苦しい。
・谷内田や粘土質で排水不良の水田が多く、高品質な野菜栽培は困難
・野菜は、排水不良の水田では根腐れ等の湿害が障害となるため、新たな

野菜の導入や作付のリスクが高く、栽培に不安。

暗渠管(弾丸暗渠を組み合せ高い排水能力
有)から給水を行う地下かんがいシステム

給・排水部に地下水位の調整機能を設定

→ 生育時期に応じた地下水位の管理が可能

中山間地域のほ場整備による農地整備の推進

緩傾斜水田

レーザーレベラーによりほ場勾配
1/1000程度に修正し、表面排水を促進

修正は農家が可能、水田利用も可能

→ かんがい・地表面排水が迅速化

農地整備

栽培・営農支援

カラー野菜（のと娘）の栽培

新方式

・水田の表面に緩い傾斜を付け、
排水性を向上させる。

地域の将来ビジョンを
集落が共有

・話し合いにより、担い手の夢や、高齢者の先祖伝来の農地が荒廃する心配などの意見が明確化
・集落が今後目指す姿を農家全員で合意する形として決定し、必要な整備内容が明確化

耕作放棄をどうする、今後農地
を誰が守るか、何を作るか等々

担い手と高齢者等の役割について

担い手への農地集積について

新たな畑作作物の導入について

必要な整備の内容について 等

まずは集落の話し合いから

導入区

・能登の粘土質な土壌を利用し、
水田地下をプールに見立て、
地下水位を制御

逆転の発想 ＋ 新技術の活用
支
援【今までにない新しい発想】 【不利な条件を逆に利用】

集落の目指す姿（担い手農家と高齢者等が共存する元気な地域づくり）の実現

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

中山間地域の特徴

支
援

一
体
的
な
施
行

粘土層（不透水層）

問題提起

検討内容

水たまり

対照区

（写真提供：農村工学研究所）（写真提供：中能登町）

今まで ハード整備計画ありき
・ほ場整備をしたい担い手と、今更投資できない高齢者が混在し、合意形成が困難
・小区画で湿田のため営農や農地集積が困難であり、耕作放棄が進行
・ほ場整備が実施できず、集落の農業の見通しが見出せないまま、不安が増大

（ほ場整備率）
全国平均：60.5％
中四管内：39.9％
岡山県：45.1％

新地下水位制御システム
（フォアス）
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【石川県の事例】



課題の克服に向けて取り組む事項

①水田農業における経営の多様化

→特に集落営農は機械の共有化、作業の共同
小規化による生産コストの削減効果が大きく、

模･高齢農家が多い中国･四国では特に重要
性が高い

・収益の向上に向けた複合化･多角化等
あらゆる取組

・水田等を有効活用し、産地の創意工夫
を活かした取組

②生産コストの削減と粗収益向上

多様な生産コストの削減
・規模拡大・組織化/法人化(集落営農)
・直播(田植)・品目別コスト縮減計画の活用

ほ場整備等の農業生産基盤整備や
農地の面的集積によるコスト削減

③条件不利地域及び資源の
保全活動を行う地域への支援

中山間地域等直接支払制度の活用・
農地･水･環境保全向上対策の活用・

・
新
た
な
食
料
・
農
業
・農
村
基
本
計
画
や
予
算
を

踏
ま
え
、
あ
ら
ゆ
る
角
度
か
ら
検
討

・現
場
第
一
で
地
域
農
業
を
元
気
に
し
、

地
域
活
性
化
に
積
極
的
に
対
応

＋

様々な農業経営と
稲作の位置付けに
関する調査

１１月試行調査
１２～１月本調査

<個別経営調査(例）>

稲作と果樹

稲作と施設野菜

稲作と畜産

稲作とⅩ

稲作と麦・大豆

大規模稲作

気象条件

地域(日本海側･
瀬戸内海･太平
洋側)により多様
な条件

立地条件

管内及び京阪
神等の大消費
地が近い

交通条件

近年縦横に整
備された高速道
路等

地形条件

中間･山間農業
地域が多い

↓
傾斜度が高い・
集落内耕地狭い・

水田農業
には不利

水田農業のぜい弱性
の進展が懸念

水田面積の減少と
耕作放棄の実態

耕地面積(田)は減少傾向・
(田78年38万ha→08年29万ha)

耕作放棄地率は高い・
(05年中国･四国17％全国12％)

小さい経営規模と
高い生産コスト
農業所得は低い・水田農業の

(07年中国６万円四国▲１万円)
米の生産コストは高い・

ぜい弱な水田農業の構造

主業農家への集中が低い・
(05年稲作：5％施設野菜：65％)
小規模経営・
(05年戸当たり稲作作付：0.6ha)
高齢化・

(05年稲作基幹65歳以上８割弱)

中国･四国は特に顕著

多様かつ高度な農業の生産
中国の畜産･果樹や四国の野菜･果樹等多様な生産

経営の多角化－食農連携(農商工連携等)

直接販売や加工等の農業生産関連事業への取組

担い手が水田(稲作)農業
以外に集中

｢作付けの複合化｣｢経営の多角化｣
を活用した収益の向上

〈弱み〉

〈強み〉
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３ 中国四国における複雑・多岐な水田農業の再生



耕
作
放
棄
地
解
消
に
加
え
て
農
業
を
元
気
に
し
地
域
の
活
性
化
!!

中国四国農政局では、耕作放棄地対策に
あわせて、地域の農業の将来を見据え各
種施策との連携によりモデル的に耕作放
棄地解消対策に取り組む市町村を設定。

各種施策との一体的推進

（現在のモデル的市町村の例）

耕作放棄地解消に向けた取組の促進

目標
平成２３年度末を目途に農用地区域を中心に全国の約10万
ha（中国四国地域1万1千ha）の耕作放棄地を解消

目標
平成２３年度末を目途に農用地区域を中心に全国の約10万
ha（中国四国地域1万1千ha）の耕作放棄地を解消

予算額 21年度 206.5億円予算額 21年度 206.5億円

施
策
の
一
体
化

耕作放棄地の状況

耕作放棄地全体調査結果（H20）

食
料
自
給
率
の
向
上

国
内
食
料
供
給
力
の
強
化

国
民
に
対
す
る
食
料
の

安
定
供
給
を
確
保

農地の確保・有効利用の促進

農地法改正

○ 農地の権利を有する者の責務の
明確化

○ 耕作放棄地対策の強化
（所有者不明でも利用可能）

○ 農地を利用する者の確保・拡大
○ 農地の面的集積の促進
○ 共有者の過半の同意で、５年以

内の利用権設定が可能

【平成21年6月17日可決】（本年中の施行予定）

＋

（中国四国地域）

鳥取県 761ha 徳島県 834ha
島根県 804ha 香川県 1,192ha
岡山県 2,231ha 愛媛県 2,320ha
広島県 670ha 高知県 506ha
山口県 1,980ha

平成23年度末を目途に解消

※県別面積（11,298haの内訳）

耕作放棄地再生利用緊急対策

１ 荒廃状況等の調査、農地利用調整、導入作物・販路の検討等 【定額】
２ 荒れている農地をいきかえらせる取組を支援
① 刈払機やトラクター等による地域の農業者が行う再生作業

荒廃の程度に応じて 【3万円又は５万円／10ａ】
② ブルドーザーやバックホウ等の重機等による再生作業

【補助率１／２等】
③ 土づくり（たい肥投入、緑肥栽培等）最大2年間【2.5万円／10ａ】
④ 農業機械の購入及び農業用機械のリース 【補助率１／２等】
⑤ 農業用施設の整備（パイプハウス、果樹棚等） 【補助率１／２等】
３ 水路・農道の改修、暗渠排水や鳥獣被害防止施設の整備

【補助率１／２等】
４ 加工施設、直売所・食材供給施設、農業体験施設の整備

【補助率１／２等】
５ 新規就農希望者への研修の支援 【定額】
６ 実証ほ場の設置・運営、加工品試作、試験販売も支援 【定額】

・農業経営課
・農村整備課

県庁

・農業経営課
・農村整備課

県庁

・県庁の関係２課から再生手法担当及び営
農手法・事業推進担当の計２名のチームを
５班結成
・５市町をモデル市町村として実施し、そ
の取組・解決策を県内市町村に普及

Ａ市 Ｂ市

Ｄ市 Ｅ市

Ｃ町Ａ市 Ｂ市

Ｄ市 Ｅ市

Ｃ町

耕作放棄地対策推進 ５市町

県内市町村への
耕作放棄地対策

を加速化

Ｓ県市町村連携チーム

推進体制のモデル的取組

連携
・

推進

波及波及

＋関連施策との連携＋関連施策との連携

▼島根県邑南町 ← 担い手育成課
・淀原集落での協業型集落営農組織の設立

に向けた取組

２ 担い手の育成と農地の利用集積

▼島根県邑南町 ← 担い手育成課
・淀原集落での協業型集落営農組織の設立

に向けた取組

２ 担い手の育成と農地の利用集積

放牧の利用の推進
▼島根県邑南町 ← 畜産課
・コントラクターの「アグリサポートおー

なん」の構築連携による粗飼料生産、堆
肥還元の取組

３ 地域農産物のブランド化

放牧の利用の推進
▼島根県邑南町 ← 畜産課
・コントラクターの「アグリサポートおー

なん」の構築連携による粗飼料生産、堆
肥還元の取組

３ 地域農産物のブランド化

▼岡山県真庭市 ← 構造改善課
・参入事例：三木工務店 37a（借入）

ブルーベリー栽培

４ 企業の参入と連携
▼岡山県真庭市 ← 構造改善課
・参入事例：三木工務店 37a（借入）

ブルーベリー栽培

４ 企業の参入と連携

農業生産基盤の整備
▼島根県奥出雲町 ← 農地整備課
・横田地区国営農地開発地区における企業

参入等

５ 農業基盤の整備

農業生産基盤の整備
▼島根県奥出雲町 ← 農地整備課
・横田地区国営農地開発地区における企業

参入等

５ 農業基盤の整備

▼高知県南国市 ← 農地整備課
・農地・水・環境向上対策の取組

組織数32、協定面積1,237ha

６ 農村環境の保全

▼高知県南国市 ← 農地整備課
・農地・水・環境向上対策の取組

組織数32、協定面積1,237ha

６ 農村環境の保全

▼岡山県矢掛町 ← 農村振興課
・下高末棚田保全組合による棚田オーナー

制度等都市住民との 交流の取組

１ 地域づくり

▼岡山県矢掛町 ← 農村振興課
・下高末棚田保全組合による棚田オーナー

制度等都市住民との 交流の取組

１ 地域づくり

大豆、麦、飼料作物、米粉・
飼料用米の作付拡大への支援
等

米粉・飼料用米 ：5.5万円/10a
麦、大豆、飼料作物：3.5万円/10a

水田有効活用に向けた支援

面的集積の取組に対する支援

農地の利用を委任・代理や転
貸により受け手に配分した場
合、その面積に応じて交付金
を交付

最大1万6千円/10a

営農対策と組み合わせて推進

緑（要草刈り、耕起）
10,783ha

うち農用地区域 6,122ha

黄（要基盤整備）
9,981ha

うち農用地区域 5,176ha

緑＋黄
20,764ha

うち農用地区域 11,298ha

赤（復旧困難）
26,550ha

うち農用地区域 12,058ha

地域での耕作放棄地解消に対する主体的取組の促進

国営事業実施（完了）市町村及び
耕作放棄地の多い市町村にして実
施（９月末現在）
104市町村／205市町村（50.7%）

中国四国地域における
設立済み協議会数（8月末現在）
148市町村／205市町村
（設置率72.2%）

耕作放棄地対策協議会設立状況 耕作放棄地対策市町村要請行動

地域での耕作放棄地解消に対する主体的取組の促進

国営事業実施（完了）市町村及び
耕作放棄地の多い市町村にして実
施（９月末現在）
104市町村／205市町村（50.7%）

中国四国地域における
設立済み協議会数（8月末現在）
148市町村／205市町村
（設置率72.2%）

耕作放棄地対策協議会設立状況 耕作放棄地対策市町村要請行動

４ 中国四国における耕作放棄地の再生・利用とそれに向けた総合的な対策の実施
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５ 農商工連携等の推進を通じた農業・農村の６次産業化

「食農連携促進事業」による商品開発等
農商工連携等推進員の設置

中国四国農政局独自の取組として、

日常の業務のあらゆる機会を通じ、

農商工連携等の取組を広範にＰＲ

するなどの役割を担う農商工連携

等推進員を設置 （平成2１年61名）

農水省の補助金を活用した
農商工連携の推進事例

平成20年度補正予算
農商工連携施設整備事業

地域の食品加工会社と生産組合

が連携し、有機栽培ニンニクの生

産・加工に取り組んでいる。

ニンニクの生産については、地域

の耕作放棄地を活用することに

よって耕作放棄地の解消に貢献。

（愛媛県東温市）

「農商工等連携促進法」に基づく
連携事業計画認定

中国地域：20件 四国地域：13件
（21年11月末現在）

中国四国の地域食料産業クラスター協議会設立状況
管内全県で設置（11協議会）

平成21年度補正予算食農連携促進
施設整備事業は総額約15億円

〔徳島県〕
（20年度）
◆阿波やまももソフトクッキー

〔岡山県〕
（20年度）
◆新高梨酢のドレッシング
◆マスカット、ピオーネ（果実酢）

ワインビネガー

◆トレーサビリティ付き安全・安心 な地元産農産物
（米・野菜）を使用した「高付加価値型介護食」 の商
品化事業

農：援農甲立ファーム（有）
企：安芸高田アグリフーズ（株）

〔鳥取県〕
（20年度）

◆コラーゲン入りわかめ餅 ◆ねぎ味噌
◆２０世紀梨チューハイ ◆らっきょう卵黄

◆山口県産黒ごまを原料として、昔ながらの製法で製
造したこだわりの「国産黒ごま油」及び「国産黒ごま関連
商品」の開発・製造・販売

農：農事組合法人 あさグリーン優とぴあ
企：㈲クレアツーワン
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顔の見える直売所と６次産業ネットワーク 農業（１次）・加工（２次）・サービス業（３次）

◆広島県世羅町
・世羅高原国営開発農地を中心とした

６次産業ネットワークを展開
・観光農園や直売所、農産物加工

グループが連携
・年間２００万人の来客

◆愛媛県内子町
リフレッシュパーク「からり」

・都市と農村の交流、観光・体験農業を実施
・農業の情報化を図り、情報発信体制を整備
・年間５０万人の来客
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○全国のため池 約２１万箇所
うち、中国四国管内 約７万箇所

広島県：20,910 香川県：15,990
岡山県：10,304 山口県：11,785 等

憩いの場、遊びの場、伝統
文化の継承として貴重な
水辺空間を創出

○多様で特色ある
生物の生息環境の場

○生態系ネットワークを
結ぶ重要な空間

○山口県防府市では、7/20～21日にかけて
約330mmの降雨量を記録。

○長尾ため池と玉泉ため池が、上流からの
雨水･土砂を貯留し、新幹線や住宅への被害
を防いだ。

多様な生物の集まる ため池の水辺空間

ため池とは・・・

農業用水を確保するため
に水を貯え取水出来るよう、
人工的に造成された池

耕地面積約495万ha

水田面積約270万ha

ため池受益面積
約117万ha

○江戸時代以前に造られた
ものが大部分を占める

○老朽化のため漏水、侵食
等がはじまり、大雨や地震
を契機に決壊するおそれ

ため池の課題

被災したため池

○農業者の減少・高齢化で維持管理が不充分になり、
ため池の多様な役割の発揮が困難になることが懸念

○都市化・混住化に伴う、ゴミの不法投棄、水質悪化、
外来種による生態系の破壊などの問題が発生

地域住民によるため池の草刈り

地域全体でため池を守る

地域の環境を育む大切な財産であるため池を
保全し、次世代に受け継がれるよう、
地域のみんなが一体となった取組みが大切です。

地域の憩いの場

築造年代 箇所数
江戸時代以前 約48,500
明治・大正時代 約13,000

昭和初期 約3,500

明治, 16%
昭和初期, 5%大正, 4%

江戸時代以前,75%

○ため池の水を農業用水に
利用している農地面積は
約１１７万haに及ぶ

2ha以上の受益を持つため池 約２万のうち

整備済み：1,500
要整備 ：8,500 （中国四国農政局管内）

陸域 水際湿地 水域

生物が自由に利用可能

ﾊﾗﾋﾞﾛｶﾏｷﾘ

ﾄﾉｻﾏｶﾞｴﾙ
準絶滅危惧（ NT)

ｵｵﾄｯｸﾘｺﾞﾐﾑｼ
準絶滅危惧（ NT)

ｼﾏｹﾞﾝｺﾞﾛｳ
準絶滅危惧（ NT)

ﾀﾓﾛｺ

土石流

玉泉ため池

長尾ため池

※カテゴリー区分は、香川県のレッドデータブックによる

【中国・九州北部豪雨】 ため池が土砂災害を食い止める！

玉泉ため池が土砂を止める

右岸側から土砂が流入

左岸側からも土砂が流入

玉泉ため池
長尾ため池

砂防堰堤

土砂が
長尾ため池を
埋め尽くす

ため池上流側
からの状況

新幹線の高架下が土砂で埋まる
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６ ため池の持つ多面的機能 ～H21災害の経験から、ため池整備の必要性を再認識～



２ 新たな危機管理体制の構築

１ 能登半島地震の経験の活用

① ため池被災による人家・公共施設への被害の懸念
志賀町の平田池で、水守の判断によりる水抜により決壊を防止

能登半島地震では、９０箇所のため池が被災し、下流の県道、人家に甚大な被害を及ぼす恐れが発生

② 営農の早期再開に向けた災害時応援体制の強化が必要
ため池などの農地・農業用施設の被害状況の把握及び復旧作業を行うにあたり、専門技術を有する人員の確保が重要

① ため池危機管理体制整備の構築

県内最初の危機管理体制整備として、志賀町笹波地区にお
いて、ため池決壊を想定した防災訓練と地域住民が主体となった
ワークショップを実施（H20.5.28）

当地区をモデルとして県内のため池の管理体制の整備を構築

避難する住民

県消防防災ヘリ防災訓練の様子

ワークショップの様子

ワークショップの様子

被災者の搬送状況

② 防災情報伝達訓練による災害時応援体制の確認

農地・林地防災週間（毎年５月下旬）に情報伝達訓練を実施

平成２０年度は、震度５弱の地震を想定し、職員による農地・
農業用施設の緊急点検に加え、県と災害時応援協定を締結
している土地改良建設協会等と共同で訓練を実施（H20.5.30）

③ 災害時における技術者の確保

平成２０年７月に新たな災害時応援体制を県・市町・県土地改
良事業団体連合会で構築し、技術者※の確保・育成等の応援体
制を強化

※・ＯＢ等の一定の経験をもつ一般技術者
・災害復旧専門技術者として認定・登録された専門技術者 等

地域住民が参加したワークショップ手法による、ため池６地区をモデルに被
害予想エリア、避難場所・避難経路、管理体制、緊急連絡体制等を検討し、
その成果により「ため池管理体制の手引き」を作成

手引きを活用した管理体制づくり

人家や公共施設に被害を及ぼす

ため池（Ｈ２０年度：８２箇所）

県(指導）
・具体的役割
①被害予想ｴﾘｱの設

定指導

②ため池本体の脆

弱部分の指摘

③漏水量、流量調査

の指導　等

「ため池管理体制整備の手引き」作成

市・町・地元（ワークショップなどによる）

防災意識の高揚

管理体制
・緊急時における管理体

制・管理手法

・日常管理の体制

緊急連絡体制
・異常気象時等におけ
る連絡体制

ハザードマップ作成
・ため池決壊時における被害予想エリ
アの設定
・避難場所・避難経路の検討

老
朽
た
め
池
の
整
備

ため池数 中国四国管内 約７万カ所(うち岡山県10,284カ所）

平成１５年８月８日 台風１０号による大雨で、備前市のため池が決壊。
一時道路が冠水し、床上浸水も発生し、1400人に避難勧告が出された。
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【石川県の事例】７ 能登半島地震を踏まえた「ため池管理体制」の構築



○背 景

・地球温暖化や異常気象など水資源に

対する新たな不安定要因の顕在化

(少雪、降水量・気温等の変動幅の増大

など)

・地域の発展に伴う土地利用等の変化

○用水利用の安定性確保を

目的として調査研究
①森林からの水量・水質の現状と変化及

びその保全対策

②平野部における水田農業を中心とした

農業用排水の水量、水質の現状と変化

③森林部から平野部までの地表水、地下

水流動の現状と水質、水量の変化

○地域関係者が一体となっ

た地表水・地下水の保全

対策として将来の健全な

水循環のあり方を提言
→水の恩恵を受けている下流域の

地域住民等が水源地域への理解

を深め、上下流の地域関係者が

連携して一体的に保全

石川県立大学､富山県立大学､京都大学､大阪府立大学､岡山大学､
農村工学研究所､北陸農政局､石川森林管理署､
石川県､林業試験場､農業総合研究センター､白山自然保護センター

石川県立大学､富山県立大学､京都大学､大阪府立大学､岡山大学､
農村工学研究所､北陸農政局､石川森林管理署､
石川県､林業試験場､農業総合研究センター､白山自然保護センター

地球温暖化を踏まえた水循環機構の解明と
地表水・地下水保全対策(H19～24)
地球温暖化を踏まえた水循環機構の解明と
地表水・地下水保全対策(H19～24)研究機関研究機関

豪雨

少雪

野生動物の北上

地下水位低下

都市化・宅地化

海面上昇

水田

用水路網

用水路網

水田

温暖化の進行予測
温暖化シナリオによる少雪、豪雨、
海面上昇の予測

社会経済情勢の変化予測
都市化・少子高齢化・農産物価格
の動向などに伴う影響を予測

山地からの土砂・洪水量の変化予測
白山の積雪が春先の代かき用水として利用
されている現状→少雪の影響、土砂流出の
変化、水質の悪化、洪水量の変化予測など

排水環境影響予測
地球温暖化→気温上昇→蒸発量増
大→大気中の水蒸気増大→豪雨の
頻発→かんがい排水計画の見直し

地下構造の解明
地下水解析の前提となる地下構造の
把握

水稲への影響予測
気温上昇により水稲の品質・収量
への影響を予測→飼料米等多収・
省力化技術の確立

野生動物の増加に伴う被害予測
気温上昇→野生動物北上→イノシシ・
シカ等による被害の増大→予測と対策

排水環境悪化予測
気温上昇→氷河融解・海水膨張→
排水環境悪化→変化予測と対策

地下水流動解析
流域全体における地下水流動状況
の把握と変化

具体的な調査研究の内容

出典：平成19年度版『日本の水資源』

変動幅増大

日本の年降水量の経年変化

地下水涵養に資する

冬期湛水水田

石川県、手取川七ヶ用水土地改良区、宮竹用水土地改良区､かが森林組合、
金沢市、小松市、白山市、能美市、野々市町、川北町､
企業関係者､ＮＰＯ 等

石川県、手取川七ヶ用水土地改良区、宮竹用水土地改良区､かが森林組合、
金沢市、小松市、白山市、能美市、野々市町、川北町､
企業関係者､ＮＰＯ 等

上下流の地域関係者が一体となった
地表水・地下水の利用保全活動(H21～24)
上下流の地域関係者が一体となった
地表水・地下水の利用保全活動(H21～24)地域関係者地域関係者

出典：環境部資料

手取川扇状地における

水田作付面積と地下水位の経年変化

小水力発電の可能性調査

８ 白山水系における農業用水を核とした健全な水循環に関する調査研究
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【石川県の事例】



９ いしかわの里山・水と土保全システムの調査

31

【石川県の事例】



Ⅲ閉鎖的農業から国民協働の農業へ

32



就業者数
２９７万人

国内生産

12兆円
農業約10兆円
漁業約2兆円

就業者数
７７４万人

食品関連流通業
約２９兆円

外食産業
約２１兆円

食品製造業
約３５兆円

１億２７７７万人

飲食料品支出
約８０兆円
（H12年）

農林水産業 食品産業 消費者

資料：農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」、総務省「国勢調査」

財務省「貿易統計」、総務省他９府省庁「産業連関表」

（農林水産省「農林水産業ひと口メモ」）

輸入額
８兆円

食を巡る人とフードチェーン

（平成１７年度）

33



○国民協働による安全・安心な「食」と「農」を結ぶ「絆」（イメージ）

国民
（消費者）

関連産業・
就労者

農業者
〈閉鎖的〉

農業に
無関心

農業から
の乖離

・農家の後継者
・新規参入者・企業
・法人の従業員 他

農業者
〈親・地域・集落）

農業を応援しよ
うとする者

【国民全体】

農業を支えよう
とする者

農業を始めようとする者

・地元食材の消費者
・ボランティア
・学校教師 他

・流通・販売業者、食品
企業

・地域のリーダー、指導者
・農作業の受託組織 他

ネットワーク
マッチング

マッチング

（注）石川県 農業人材育成プランより 34


